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1　問題の所在
　明治地方自治制における町村自治が，当時の日本資本主義における対外的，対内的な条
件の中で，行政町村を中心に地主的，名望家的，外見的自治として出発したことはすでに
指摘されてきているところであり，特に名誉職自治制の性格をめぐっては，今日改めて関
心を集め論議を見つつあることもまた周知のところである。（1｝こういつた明治地方自治制
一成立期自治制一の特質は，明治末・大正期・昭和初期には日本資本主義の発展にと
もなって変貌することも指摘されているのであるが，それはいかなる形で進むのか，これ
を近幾型地主制地帯の典型の一つとされる岡山県南部の！町村に例をとって検討してみる
こしVこしたい。そこでは，明治末期1911（明治44）年の新市制・町村制，大正期の1918
（大正7）年において民衆運動の結節点をなした米騒動やその後の小作争議の高揚（米騒
動後の普選運動の高揚），1921（大正10）年4月の市制・町村制の改正，同10月の府県税戸
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数割規則公布，大正末の普通選挙法案の可決（1925年3月）などが，町村自治変貌の制度
的・社会的背景をなしていたことが知られねばならない。
　ところで，筆者は，これまで，すでに，両大戦間期の地主制後退期の町村財政，より具
体的には，明治末・大正・昭和初期の町村財政とくに近幾日農村の一つ岡山県邑久郡牛窓
町の財政における課税実態，そこにおける戸数割賦課と地主負担との関係についてその特
質をみてきたのであった。②そこでは，明治末期以降とくに両大戦間期の地主層の町税負
担の重圧が，地主の町外転出の事態を招き，また，結果として地主制の後退を招く一要因
となったことをみてきたのであった。本稿では，前稿におけるこのような検討の中で，明
治末期の地主制危機の端緒の時期に始まり，その後大正デモクラシー期の米騒動ほか民衆
運動の高揚の中で起こった地主と町民との関係，とくに大正末期の地方自治・財政制度改
革の過程における地主層の租税負担と町当局，町民との関係をめぐる問題状況について，
同町内在住の大地主HN家所蔵の資料などを用いて検討を加え，（3）大正期における明治地
：方自治制の変貌の性格とその意義，大正期町村自治の限界状況についてもふれてみたいと
思う。
　　　2　明治末期以降の牛窓町町税負担と町会内の対抗
　さて，これまでの論稿を通じて，岡山県邑久郡牛窓町の財政における町税賦課の状況の
中で，町内在住の大地主を中心とした租税負担の状況をみてきた。同町内ですでに明治地
：方自治制成立期前後から町の名望家として知られる同町在住の大地主H両家の町税（とく
にその大宗をなす戸数割）賦課をめぐる町会内での対抗が，明治末期一地主制危機の端
緒的な時期一からみられたのである。本稿ではまずこの関係をみることからはじめよ
う。同町の戸数割査定をめぐって，町会と町内地主両家との間で紛争が起こったのは，新
市制・町村制が制定公布された明治末の1911（明治44）年前夜の1910年頃からであっ
た。（4）
　同町では，すでに従来から同町町会議員の半数を町内の数名の地主・資産家が占め，県
税戸数割（および同町税付加税）の賦課等級査定が，少数の地主・資産家の意思に左右さ
れているとの中下層町民からの不満があった。これは，町会議員の投票が当時等級選挙制
によって多額の納税をなす1級議員と，2級議員とに分けられ，1級議員の投票への選挙
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人は10数名に過ぎず連記投票であったため議員の半数が常に少数資産家によって占められ
る結果となっていたからであった。その結果，町民の中には，「戸数割ハ他町村二比シテ其
負措富豪二軽クシテ細民二重シトノ説町民ノー部二唱・ラレ年ヲ遂テ漸次雷同スルモノ多
ク或ハ町会議員富豪家二阿附スルが為メナリト念慨スル」（5）状況も生まれたのである。
　そこで，1910（明治43）年の町会議員改選に当たり有志が全町にわたり連絡をとって2
級議員の中に中下層町民の意見をよりょく反映してくれる「有力議員」を選出しようと運
動した結果，庭瀬蕃蔵．高畠保太（原文では保太郎），竹内十太郎等の新議員を選出した。
1911（明治44）年は，小学校火災などにともなう教育費需要の拡大を通じ財政需要は増大
し町税の増税が要請された年であった。各区長らは，各区住民の要望の中で，戸数割等級
査定の更生を求め，しばしば会議を開き，新議員にも要請することになった。同年11月，
牛窓町会（町長香川真一）は，戸数割等級更正の調査をなすこととなり，委員として萩野
馬次郎，高畠保太，石井卯次郎，木下興三郎，竹内十太郎，山本豊吉，庭瀬蕃蔵の7名を
選挙したのであった。同町役場では，議員の要求により倉敷町外6町村の富豪（倉敷町に
は大地主大原家，大橋家などがいた）が平均額の何倍を負担したかを調べ戸数割賦課の比
較表をつくったりした。そうして，町民側からの要望を考慮し，町の大地主H両家のうち
本家に当たるHN家の戸数割歩数1，400歩を700歩増して2，100歩と決めた。一方，分家の
H：H家は林業・商業なども営み所得額もより多いところがら800歩を増して2，200歩，且両
家で2，800歩から4，300歩へといっきょに1．5倍の歩数増加を査定したのである。
　この動きに対し，大地主両家側ではとくにHN家の当主が，次のようにこの査定を不満
とする意見を述べるところとなった。即ち「…元来戸数割ナルモノハ各戸平等二負担スル
ヲ原則Fス…今若シ富有裕家ハ如何程財産が増殖スルトモ歩数ハ千歩二止メ其以上ハ町ノ
基本財産二寄付スルコトトセバ勤倹ノ風俗モ維持シテー方基本財産ヲ増加スルコトヲ得ヘ
シ…単二他町村二比シ牛窓町財産家ノ負担が軽イト構スルトモ町村ハ夫々情態ヲ異ニスル
ヲ以テー概二比較スヘキモノニアラス旦其町村力財産家二多ク負担スル故二漸次発達シテ
貧民ノ数ヲ減スル事実アラバ或ハ模範トスルニ足ルヘキモ若シ其町村ニシテ漸次貧民ヲ増
ストキハ町政ノ善良ナラサルモノト云ハサルヘカラス」⑥というにあった。しかし，つい
に町会の新議員ら多数によってH両家の歩数増加が決定をみたのである。（T）
　また，このさいの牛窓町等級調査委員石井卯次郎は，乾物の仲買人など手広く商売をし
ていたが，同時にHN家の小作米取立の総元締め，経理帖簿をあずかる大番頭の位置に
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あった。HN家主人は石井卯次郎にも手紙を送り「卑見ヲ陳へ此二参考二供セント欲ス希
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　る　るクハ不文ヲ答メズ真意ノアル所ヲ熟慮取捨アランコトヲ」と縷縷歩数増加問題について意
見を述べたのであった。しかし，町会では，調査委員会の多数の判断やとくに新議員の強
い意見を反映して，1！月13H，歩数改正の議案を多数決にて可決したのである。折しも当
時は，赤磐郡石生村（現和気郡和気町石生）では，且両家の所有小作地をめぐる紛争，い
わば石生村小作連帯事件が起きつつあった時である。この石生村は，のち，大正初期やと
くに後期の1922（大正ll）年以降の石生・豊田村の小作争議を発生させた地域でもあっ
た。明治末のこの時期は，地主経営にとっても一つの結節点をなしていた時期でもあった
のである。
　その後1913（大正2）年6月に行われた町会議員選挙は平穏に行われ次の通り当選者を
出した。
　2級
　　岡多田治　高祖吉太郎　浅沼常吉
　　萩野馬次郎　竹内治助　山本芳吉
　　森清太郎　木下弥重郎
　1級
　　服部節二　石井卯次郎　庭瀬蕃藏
　　高畠保太　小林又吉　服部平兵衛
　　岡崎文藏　藤原武平
であった。このような町会議員の職業・階層構成については後に検討するとして，1917
（大正6）年6月の選挙には，再び選挙運動が拾頭し，2級選挙には，馬揚．岡の運動激
しく関町において3名当選し紺浦の候補老森清太郎は落選した。ここにおいて紺浦の有志
者が1級選挙人を歴訪し森国吉氏を1級候補に加えるよう懇請した。それは，次のような
議員構成であった。
　2級
　　山本芳吉　萩野馬次郎　浅沼常吉
　　岡多田治　木下弥重郎　馬場寛一
　　高畠保太　竹内治助
　1級
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　　服部節二　石井卯次郎　竹内幸次郎
　　小林又吉　岡崎文藏　森　国吉
　　藤原武平　服部平兵衛
うち庭瀬i蕃藏は，服部平兵衛と同点であったカ，年少により落選することとなった。大本
家主人は，このような町会議員選挙に紛糾を来すことを嫌忌し2級の配置もよろしくない
としてH家一族の服部節二（酒造業）の当選辞退の申出をしたが，これを聞いた区長11名
が来訪し，当選の承諾を懇請するなどして，協議の結果，承諾することとなるなど町会議
員問題をめぐる若干の紛争もみられたのであった。
3　牛窓町の米騒動と名望家層の対応
　つづく大正デモクラシー期の民衆運動の高揚期に町民と町・H両家ほかの町内名望家な
どの間で新たな対立と協調の関係が生じている。これはH両家には第2の圧迫要因となっ
た。それは，1918（大正7）年8月の岡山の米騒動期であった。8月7日夜岡山県北の落
合町に始まる岡山県下の米騒動は，県南にも拡がり，牛窓町では，8月15日に起こってい
る。（8）HN家所蔵の前掲資料における「米騒動の記」（8）によれば，牛窓町では，8月11日米
価が50円に騰貴するに及んで「所々不穏ノ状ヲ呈スルニ至リ」，12，3日に町役場及び米穀
検査員が現在米量を調査し，H両家と窮民救済のための寄付出金を打合わせて騒動にそな
えていた。8月14日に入り，前日（13日）の岡山市の焼打ち騒動の報が伝わると「牛窓町
ヘモ無頼漢入リ込ミタリトテ人々恐々タリ」という状況になり，ついに15日，騒動が起っ
た。この間の事情を前掲資料は次のように記している。
15日，西町ノ貧民現在ノ米安売ハ其規模小ナリトシ，且白米1升20銭トナラザレバ焼伐
ヲ為スベシト金比羅山二集団シテ暴動ノ端緒ヲ開カントスル形跡アリ，各部落夜警ヲナ
シテ万一ヲ警戒シタリ，夜二入リ西町町民紙本雪治鈴ヲ振りテ集合ヲ促シ金比羅山二集
ルモノ多数ニテ，関町ノ警鐘ヲ乱打□□□家ヲ襲撃セントスル…役場二乱入シテ町長二
解決ヲ迫ルノー方，金比羅山二集合セシ多数ハ火ヲ焚キ咲ヲ挙ゲ不穏ノ気勢ヲ示シ，警
官モ手ヲ下スコト能ハズ，町会議員臨時会ヲ開キテ救済ノ方ヲ講シ富豪へ交渉スル所ア
リ雨晒ロ家主人先ツ内議ヲ定メ，16日牛窓銀行二於テ議員有志者協議ノ結果，□□□家
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ヨリ各四千円ヲ出シ其他ノ寄付金ヲ合シ壱万熱千四百五拾円ノ救済基金ヲ作り，白米壱
升武拾銭山開一升拾参銭ニテ売渡スコトトセリ（9｝
　以上にみられる通り，8月15日夜になって牛窓町民の中に不穏の動きがあった。町会
は，臨時会を開いて貧民救済の方法を講じ町内の富豪へ交渉する所となった。16日，牛窓
銀行にて議員有志が集り協議の結果大地主H両家より各4，000円を出しその他の寄付金を
合せて，救済基金を作ることを決めた。この寄付金の明細は表1の通りである。この決算
によるとB［N，HH両家ほか牛窓銀行を含む町内富豪10名からの寄付金並びに県庁からの
御下賜金や寄付金の牛窓町配当分を入れて12，850円に達した。これと白米，外米供出等の
代金分等を入れて計34，286円余を笹葺購入費その他に当てたのである。これによってひと
まず同町の米騒動は平穏裡に解決へと向かっている。（10＞しかし，H家にとってこの事態は
町会との関係をめぐる「厭迫ノ第2次」（第1次は，先の1910年目）に相当したのであ’つ
た。
　このことの理由には，第1に，大正期に民衆の起こした米騒動事件が，当時の地主層
（米商人等を含む）にとって大きな恐怖と圧迫要因となったことがあげられる。第2に，
当該の同家にとって，町会および町からの要請によって米廉売・貧民救済のための多額の
寄付金を要請されたことである。そうして第3に，米騒動の結果として，岡山県下でも岡
山市などを中心に労働運動，普選運動．さらには県下各地の小作争議が頻発してゆくこと
表1　米騒動期の牛窓町寄付金等収入
氏　　　名 寄付金額 氏　　名 寄付金額
服部　平兵衛
　　　円4，000
岡　　義太郎
　　　円500
服部　和一郎 3，500 服部　　節二 500
高祖　徳三郎 2，500． 高祖　吉太郎 200
香川　　譲三 500 竹内　　治助 150
牛窓銀行 500 那須　　智六 100
外二　御下賜金配当　　　　　　　　190円　　　　　　　　県庁ヨリ
@　寄付金配当　　　　　　　210〃　　　　　　　　〃ヨリ
@　合　　計　　金　　　　　　　L2850円
註）前掲註4）の資料による。ほかに，白米等売上代金収入があった。
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となるのである。事実，県下でも，1920（大正9）年，1921（大正10）年頃から県南部を
中心に本格的な小作争議が発生して行った。（111この結果，同家でも，県下の他の若干の大
地主と同様に，岡山県南，兵庫県赤穂市等国内地域での土地取得活動から朝鮮への進出を
主力とする方向に切り替えたのであった。大正デモクラシー期の民衆運動の高揚が地主制
の動向にもたらした大きなインパクトの1つであった。
　　4　地方自治の拡充と戸数割規則制定のもたらした影響
　大正後期の1921（大正10）年4月11日の市制・町村制の改正公布は，直接市税・直接町
民税を納める者を公民とし，市会議員の選挙を3級選挙から2級選挙に改めると共に町村
会議員の等級選挙制は廃止されるところとなった。この改正を通じて，無産階級を含むよ
り中下層の住民から，市会や町会へ進出することが可能となり自治権の拡充がみられ，大
地主中心の町村自治運営の変貌をさらに加速させた。同年4月12日には郡制廃止法も公布
された（郡役所廃止は岡山県は1926年7月1日）。一方同年10月11日の府県税戸数割規則
の制定は，従来の戸数割のいわゆる「見立割」方法を改め，所得，住宅坪数，資産状況な
ど課税標準を明確化すると共に，とくに賦課方法を所得に比重を置くものとした。〔11）この
結果，府県税戸数割（並びに町村税戸数付加税）の賦課は，地主層の租税負担一所得税
など国税と共に地方税一にも新たな局面となってあらわれたのであり，このことは，邑
久郡牛窓町の大地主H両家にとっても，新たな圧迫要因となって迫ったのである。
　H両家におけるいわゆる「厭迫ノ第3次」は，1921（大正10）年6月20日の町会議員改
選から始まったのである。この選挙では，町会議員における1級，2級の等級が廃止さ
れ，議員の被選挙資格の拡張，いいかえれば町民の自治権の拡張がみられた。同年の町会
議員選挙の結果，同町では次の人たちが，新町会議員に選ばれたのである。
　　　佐藤　敬造　　　竹内幸次郎　　　山本　芳吉　　　佐伯　守一
　　　木下虎太郎　　　萩野馬次郎　　　森　　国吉　　　森　清太郎
　　　石井卯次郎　　　木下弥重郎　　　庭瀬　蕃藏　　　岡　多田治
　　　河野定太郎　　　岡崎興三郎　　　役重　春吉　　　小林幸三郎
　新議員の階層構成については，前稿（12）の表24でもみた通りs選挙権の拡張により，従来
よりも戸数割等級でより下層の人が当選するに至ったのであり，それ自身町会の民主化を
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意味していた。新町議のもとで，1922（大正11）年度前期の戸数割の賦課を定める調査に
当たり，1921年6月制定の府県税戸数規則に基づいて所得，住宅坪数，資産状況の調査を
行うことになった。しかし，なかなか適確な査定が得られずtt結局新議員による町会で
は，歩数によってH両家のそれを殆んど倍額にする査定をしたのである。即ち，同年度の
歩数HN家2，260歩→4，100歩へ，　H：H家2，500歩→4，360歩へといっきょに2倍近く増額す
ることを町会にて修正決定してしまったのである。これはH両家側をしていわしむれぼ
「粗暴ナル認定」であり「不公平ナル決定」（13）だったのである。
　この措置に対し，HN家では，遂に若主人（14）及び同夫人が町外へ転出することが賢明で
あるとし，1922（大正ll）年3月2日，兵庫県武庫郡精道村芦屋に寄留することを決意す
るという“非常手段”を取るところとなった。（151町議員の中には，H両家に対しては，
現住と否とにかかわらず現住老と等しい負担を課し得べきものとする意見もあったが，戸
数割は現住者に課すとされているので法律的には困難であり，HN家についてはすでに隠
居している老主人（161に課そうとした。ところが，H両家に次ぐ町内名望家層（中地主層）
とも思われる肥田郡長や宮地警察署長，高祖吉太郎（17）の3氏がそれではHN家を牛窓町
より追い出し永久の禍根を残すとして調停に入り，まず町会では1923年度HN家に課そう
とした予定額の半額を課し，同家の若主人に年度内に帰旧するよう要請したのである。ま
た，分家（HH家）の方でも翌年当主転住の動きがつづいてみられた。1924〈大正13）年
3月3日，□□合資会社も岡山市に移転し分家の門戸を閉ざすことになった（但し町民の
要望もあって一時期の転住となった）。
　1924（大正13）年6月，町会は戸数割を課すに当たり，町長及び議員数名がHN家を訪
問し，若主人が帰町しないのなら老主人に同額を課したい旨を伝えた。このような町の態
度に対し老主人も遂に転住の意を決しその準備をなし，1925（大正14）年2月27日に同町
を出発しようとした。全町委員はじめ町内の有力者がこれを聞いて大変驚き，同年2月8
日中浦部落区長10戸長会議を開き，さらに町民63名が会合して協議の末委員11名を選んで
老主人に在留するよう懇請し，種々協議していた。すると，今度はHH家においても岡山
市への移転の話があるということで一層町民側は驚愕し，同14日，全町の有志老55名役場
楼上にて会合し，各部落を通して21名の委員を選びH両家を訪問しr有志者の名簿を出し
「町民大二畳醒スル庭アル＝ヨリ此際切二在留ヲ懇請スル趣ヲ述べ」た。（18）HH家は再考
の上回答するとしたが，HN家老主人の転住の決心は固かった。そこで山本豊吉，野口，
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関口ら町民が若主人にも面会して「諌止の途jを講ぜられんことを希望したのであった。
　21日，石井卯次郎，正富米三，朝鮮から帰った上森辰太郎らのHN家の番頭や事務員，
小作地管理に当たる渉外担当事務員なども若主人に直接面会し町に在留してほしい旨を訴
えた。大番頭石井卯次郎宅にて，木村良吉，村上敏正，正富，上森，役重らH家の番頭格
など同家に近い人々が集まって協議し，町民の多数が有志老の誠意に賛同すれば老主人の
転任を諫止できる見通しを得たので，まずHH家のある東町委員に告げ全町有志者の会合
を求めたのである。このようにして23日～25日の問全町各部落の署名を集めることとなっ
た。この時の町民の署名は次の如き様式のものであった。（19）即ち，
今回服部御両家他へ御転任ノ挙アルト聞キ遺憾二堪ヘズ吾人等藪二誠心誠意御留町ヲ希
望致　也
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大正14年2月　日
というのであり，前島，山崎千次郎ほか52名，師楽（志楽とも書いた）山本俊吉ほか60
名，幡岡崎麻太郎ほか26名，東町竹内治助ほか128名，西町木下竹藏ほか68名，本町神宝一
郎ほか80名，関町前田安太郎ほか14／名，中浦吉井光次郎ほか82名，綾浦岡崎作太郎ほか
127名，紺浦尾田儀太郎ほか74名，大浦横山左吉ほか20名，合計857名と全町900戸余の9割
5分までが署名し，署名をH両家へ提出した。先に大地主の戸数割負担の水準に不満を
持っていた議員・町民らが，今度は，地主側へ懇請する立場に変ったのである。
　老主人は「…かく多数の町民諸君が熱誠を以て御引留め下さるのにそれを顧みず両家共
出て行く事は御厚意を無にする事になりますから取敢へず此際□□家の老人丈けは留町致
します」とし，分家（HH家）の方は「此際は家事上止むを得ず転住致す次第であります
が遠からずして帰町致す精神でありますから此段悪しからず御諒承を願います」（20）という
ことであった。このようにして分家の当主の方も本家と同様に1925（大正14）年3月，す
でに合資会社□□材木店の岡山支店があった岡山市下石井（現錦町）に転居（家族の一部は
すでに岡山市に転住していた）することになったのである。
　ところで，すでに前稿などでもみてきた通り，県税戸数割並びに町税付加税（1927年度
より町税特別税）は，県税として各町村に配当され，それが町会を通じ各戸毎に査定され
た歩数を基礎に配分されて課税されたのである。前稿の表25において，牛窓町の戸数割賦
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課にさいしての，町の総歩数とH両家の歩数との関係についてはすでにみてきた。今一度
繰り返し述べておくとすれば，町の総歩数に占める大地主H両家の占める歩数の割合は，
1907年度当初で各7％，両家合せて14％，1911年度から各10％台に上昇し，両家合せて
25％から1921（大正10）年度の28．5％まで上昇した。そうして，1922（大正11）年度の戸
数割規則舗定直後にはHN家21．2％，　HH家22．5％と合計町税の4割以上を占める構成と
なった。しかし，先にみた両家当主の町外転出（但し町民の懇請でHN家老主人は在留，
HH家主人は一時的に移転）があり，両家の歩数は激減するところとなった。そこで
1925（大正14）年度のH両家への戸数割賦課は，同年6月改選された新町会が，「老主人ト
ロロロ新宅ヘハ相当ノ歩数ヲ課シ，両主人二対シテハ寄附ヲ懇請スルノ方針ヲ取り，委員
ニヨリ交渉ノ結果，両家各千五百円ヲ寄付スルコト」（21）となった。そして翌26年度は「老
主人ノ負担試百歩ノ外九百歩二相当スル金額ヲ寄附」，さらに27（昭和2）年度は，「老主
人ノ負担百歩トニ等ト同一ノ歩数即チ五百歩ヲ負担スル外，任意ノ寄附ヲナスコトトシ，
通常費へ五百円ト基本財産へ五百円ヲ寄附」することとしたのである。
　いずれにしても，この事態は町会，町当局，町民にとってはもちろん大地主H：両家に
とっても異常事態であることに変りはなかった。HN家主人の芦屋への転出，　HH：家主人
の岡山市下石井への一時的転住により両家歩数は激減したが，老主人分としては課せられ
た。また，HN家当主は，別途に1925（大正14）年度2，500円，26（大正15）年度2，900歩
分，27（昭和2）年度2，000円を町に寄付したので実質的にはそれ程の減収とはならなかっ
た。しかし，いずれにしても，このような異常事態が，町会，町，町民にとっても決して
望ましい事とはいえず，とくに基盤の薄弱な町財政を根底から震憾させたところに当時の
町税戸数割に占める大地主・名望家の存在理由をみることができるだろう。そのことは，
また，当該地主側にとっては，国の所得税などと共に町税も大きな「圧迫要因」となって
いたことを如実に示したことに変りはなかったのである。
5　大地主町外転住問題の帰結
　このように牛窓町で大地主転住問題が起こってほぼ3年が経過した。1928（昭和3）年
7月となり，「町会ヨリ根本的ノ解決ヲナサント種々交渉ヲ重ネタル結果，在住ノ如何二
関ラス三，四，五ノ三年間ハ千五百歩ト定メ，六年度以降ハ双方誠意ヲ以テ理解アル協商
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ヲ為スコトニ協定成立シ」たのであった。H両家の賦課歩数は21年以前より低い水準に回
復し，8年間にわたる町・町会と町民を巻きこんでのH両家への戸数制賦課をめぐる抗争
は，ひとまず地主側の「勝利」をもって終るところとなったのである。この時の町会側と
H両家の問で交された覚書には，次の通り記されていた。
　　覚書要項
1　服部平兵衛服部和一郎両名ノ戸数割負担歩数ハ昭和参年度以後三ケ年間居住ノ如何二
　絢ハラズ各壱千五百歩宛トス但両家ノ資産状態二著シキ変動ヲ生ジタルトキハ適四二調
　定スルモノトス
2　前記期間中＝於テ町戸数割賦課総歩数二著シキ異動ヲ生ジタルトキハ平均百戸分ヲ標
　準トシ両家ノ負澹額ヲ算出スルモノトス
3　服部平五郎負目歩数ハ昭和参年口分ヨリ五捨歩トシ服部和一郎ト上戸ノ時迄別途負澹
　スルモノトス
4　前日1項ノ期間満了後其當時二於ケル両家ノ経済状態ヲ参酌シ大正拾年度前ノ状況二
　準櫨シ双方誠意ヲ以テ適當二之ヲ協定スルモノトス
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
　この時，HN家の老主人は，米寿に達し，天皇即位大礼に当たり天盃を授与された。そ
こで，天盃の披露を兼ねて「円満解決」の祝賀会（宴）を町長以下町内有力者（町会議
員，各区長ほか）を招待して開催した。老主人の力を示すものとはなったが，．そこには，
地主側にとっても様々な問題点をも内包するところとなっていたのである。
　以上みたように，地主の町外転出は，町財政の基礎を動揺させ，また，町会の中におけ
る町会議員有志，中浦部落委員，全町委員などを中心にヨ両家主人の帰町への「陳情」と
なって結果した。こういつた牛窓町をめぐる大正期の「町民自治」の性格をどのように把
握しておくべきかが問題となるが，ここでは，町会議員および上記各委員等の戸数割負担
からみた階層構成，職業構成などを若干検討し，この問題検討への手がかりを得るに止め
たい。
　牛窓町町会議員の階層構成の変化については，前稿の表24で明らかにした通り，！913
（大正2）年6月，1921（大正10）年6月，1928（大正14）年6月の各選挙で当選した議
員の戸数割等級からみると，選出町会議員はおおむね中位までであるが，1921年の自治権
の拡大にともない漸次より下層からの出身者が見られ出した。
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　これを，さらに，中浦部落委員，全町委員（21名）について1922（大正11）年度を例に
みると表2の通．りとなる。みられる通り，全町委員およびHH：家のある中浦部落委員につ
いては，所得額および戸数割順位では中位層から400～600番の下位層にまで拡大してきて
いる。また職業では地主，自小作農を含む農業者もいるが，精米・牛乳・たばこ販売，青
物問屋，運送業，八高，呉服屋，本屋，釣具屋，旅館業，酒造業ほかの小営業，雑業層，
船大工，銀細工ほかの職人層，役場職員など公務員など中間層（旧中間層を含む）が過半
を占めていた。これら町民の中間層一主として旧中間層一にも，町の戸数割，営業
税，雑種税（いずれも県税付加税）などの租税負担はかなりの比重をもってのしかかって
いたとみられることである。とくに，町税の3割～4割前後を占めるH両家大地主の町外
転出にともない，本来町内の現住者に課税される戸数割収入の大幅減収は，一方で，その
代りに中小地主，小営業者，職人等の中間層には大きな負担増としてのしかかってくるこ
とは，きわめて明白な事実だったからである。
　大地主町外転出の問題への町会，町民の対応行動の根底にはかかる町民階層性の特徴と
町税負担構造をめぐる問題点をかかえていたのであり，この時期の町民の要求運動は，一
面で自治権拡大過程における町民自治進展への芽生えであったと共に，その運動主体の旧
中間階層的性格が示した通り（22｝，一面ではまた大正期町村自治基盤の脆弱性を示すもの
でもあったことが知られねばならないのである。
6　むすびにかえて一大正期町村自治の性格一
　以上，岡山県邑久郡牛窓町の事例をもとに明治末・大正・昭和初期の地主制危機の時代
における町村戸数割課税をめぐる町・町会・町民と町内大地主との相剋とその帰結につい
てみてきたのであった。
　そこでは，第！に，明治末・大正期の地方自治をめぐるいくつかの制度改正が，町会で
の戸数割等位におけるより中置層位の新議員の登場を可能ならしめたことであり，彼等の
町会内での戸数割調査・査定への新たな活動は，町内大地主の税査定への新たな「圧迫」
要薗となったことである。それはまた町会内の新議員の活動に基づく自治権の拡充をも結
果としてもたらしたといえるのである。この構造は，1921年の市制・町村制の改正，大正
末期の普選法の成立にともなう全面改正でより明白となり，明治期の地主的・名望家的自
一118一
地主制危機と明治地方自治の変貌　491
表2　中浦部落委員及び全町委員の戸数割負担からみた階層と職業
所得額 戸数割賦課額 順位 職業および町の役職等
中浦部落委員（11名）
河野　富蔵 1，081 9．03 31 難と魏　区長
山崎　光蔵 737 5．64 77 牛乳販売
野口　鷹次 427 5．19 98 青物問屋
小西　運次郎 50Q 4．96 114塩専売局勤務
江本　八百蔵 640 4．74 121 精米業
関口　喜平 500 2．48 274銀細工業
岩見　紋吉 474 2．03 323 船大工（高瀬舟）
服部　源太 147 O．90 468農業（自作）罪巌良灘観
内田　三郎治 28 0．34 698 染物業
西口　元蔵 一 一 一 運送業
尾崎　米蔵 一 一 一 農業（自小作）
全町委員（21名）
竹内　治助 4，627 33．85 9 酒屋（東町）
山本　忠平 868 8．58 33 旅館業（関町）
森下　粂治 441 7．90 36 帆屋（関町）
森　　眞七 564 7．90 38 木材販売及び製材業（二二）
竹内　康夫 884 6．77 55 呉服屋（本町）
国岡　豊吉（次郎） 578 5．42 88 農業（幡）
野口　鷹次 427 5．19 98 青物問屋（中浦）
山本　力松 1，244 4．51 124農業・神職代理（師楽）
高祖　利三郎 1，200 4．51 141 釣道具・たばこ・雑貨（西町）
平成　猿吉 1，357 4．5ユ 144 農業（前島）
木下　嘉平 88！ 3．84 178 農業？（綾浦）
岡崎　市蔵 927 3．16 185 役場職員（西町）
草井安兵衛 868 3．16 222舟大工（東町）
竹内　光次（治） 948 3．16 227 日用雑貨（本町）
横山　佐吉 800 2．70 263 農業（大浦）
那須　福一郎 344 1．81 346 舟大工（聖餐）
高田　鶴造 260 1．13 421 衣料販売及び縫製（東町）
高祖　鶴雄 一 一 一 酒造業・県会議員（関町）
木村　嘉太郎 一 一 一 畳屋・信用組合理事（関町）
??）注 牛窓町町会会議録，大正！l年前期分より作成。
不明の箇所は名義人が変っているため数字を見出せないもの。
職業等については聞き取り調査によった。
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治の動揺と変貌をもたらした。
　しかし，第2に，この時期の地方自治権の拡充が真の「自治強化」につながったかとい
うと，そこには自治の内実において2つの問題点が残されていた。その1つは，町村自治
の基盤をなす町村財政の基幹にかかわる町村税戸数割の3～4割とかなりの部分を1町内
大地主の租税負担に依存していたことであり，当該地主の町外転住の事態が即町財政の基
礎を根底から揺さぶる恐れを生じさせたことであった。またいまユつ，戸数割の地主負担
分の喪失は，必然的に教育費ほか町財政需要が他の町民負担となってはねかえらざるを得
ない。しかも，その直接的な負担のインパクトにさらされるのは，町内の中小地主・自小
作農民や小営業者，職人，雑業層など主として旧中間層だったことであり，この事実が全
町委員を巻きこむ大地主への陳情運動となって現われ，負担問題をめぐる事実上の「妥
協」ないしは地主側の「勝利」一より低い課税水準　　の上で解決をみたことに示され
ていた。
　しかし，第3にこの事件が，地主側の完全な「勝利」の上に終ったかどうかとなると，
そこには，すでに地主制危機下の様々な問題局面が見られ出していた。まず，大地主の租
税負担であるが，旧稿でもみてきた通り，第1次大戦後の所得税の拡大と共に，地方税に
おいても府県税戸数割規則の制定が課税標準と課税対象の明確化，課税における所得部分
の捕捉の明確化を通じて逆に地主の負担を増大させる要因となって現われたことであり，
大正末の社会政策的な税制整理，税制改革の影響も大地主（もちろん中小自主・小作人に
も）の上には決して充分には及ばなかった。また，一方で，明治末に始まる大地主への
様々な圧迫要因一町会・町民の各層の新たな自治要求の動きとあわせて，米騒動並びに
各地の小作争議の高揚など一は，大地主自身の養老会結成その他社会政策的対応をも要
請させていた。（23＞そうして，新規の土地投資を内地から外地（朝鮮など）へと向けさせる
契機ともなった。大正末期の自作農創設その他政府側の政策対応ともあいまって，地主制
の後退過程は着実に進みつつあったともいえるのであり，ここに大正期町村自治の変貌と
その特質の一端をみることができるのである。
注
1）大石嘉一郎r日本地方財行政史序説』御茶の水書房，1961年，1978年改装版，第4
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　章。拙著r国家と地方自治の行財政論』青木書店，1979年，第4章などを参照，な
　お，近年町村における名誉職制の性格が論議されている。（例えば，石川一三夫r近代
　日本の名望家と自治』木鐸社，1987年，参照）
2）拙稿「地主制後退期の町村戸数割課税一大正期牛窓町における町税課税と地主負
　担との関係一（1）（2）r岡山大学経済学会雑誌』第20巻第1号，同第2号，1988年5
　月，同8月。
3）なお，当該事件の概要についてはすでに1～2公表されてきているが，同町の当該
　地主名については前稿通りHN家，　HH家，　H両家などと略称することをお許し頂き
　たい。
4）同町と大地主H両家との関係をめぐる関係史料では，服部大本家（服部和一郎家，
　現当主服部恒雄氏）所蔵史料のうち「服部両家ト町トノ関係記録（原稿）」（明治43年
　6月下，大正12年2月まで。）とこれにつづく「服部家転住問題記録」（大正14年2月
　26日，付表及び昭和3年7月和解までの覚書を含む。以下単に「転住問題記録」と略
　す。），この両記録を後に再整理したとみられる「重要記録　両服部家ト町トノ関係記
　録」（前者と合せ，以下単に「町5ノ関係記録」と略す。）が残されている。以下のこ
　れらの史料に基づくが，この問題を要約公表した最近の文献に，大石嘉一郎編著『近
　代日本における地主経営の展開一岡山県牛窓町西服部家の研究一』御茶の水書
　房，1985年，第1章5（57頁以下）があることも付記しておきたい。
5）前掲「町トノ関係記録」による。
6）同上資料。
7）この点を前掲記録には，「即チ…厭迫ノ第一次タリ」としている。
8）岡山県下の米騒動については，増島宏・法政大学歴史研究会「岡山県下の米騒動」
　r社会労働研究』（法政大学）7号，1957年所収。井上清・渡辺徹r米騒動の研究皿』
　有斐閣，1960年，岡山県の章，などのほかに拙稿「米騒動」r岡山県史』近代皿，
　！987年，所収。同「岡山の米騒動と部落民の役割をめぐって」『歴史評論』1988年7月
　号，所収，などを参照されたい。
9）　「米騒動ノ記」は前掲注4）「重要記録　両服部家ト町トノ関係記録」に所収されて
　いる。
10）同上資料。なおこの点については松本幸男「米騒動」『牛窓春秋』第3号，1981年，
　所収，も参照。
11）自治省『地方税制度資料』第2巻による。
12）拙稿「地主制後退期の町村戸数割課税」②『岡山大学経済学会雑誌』20一　2，71頁
　を参照されたい。
13）前掲「町トノ関係記録」による。
14）服部和一郎氏をさす。
15）以下，前掲「転住問題記録」による。なお同じ時期（1922年）に群馬県強戸村では
　小作人組合が戸数割負担軽減の要求運動を展開した。
16）服部平五郎氏。
17）同町で酒造業製造販売などを営み，H両家に次ぐ地主でもあった。
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18），19）前掲「転住問題記録」による。
20）　「町トノ関係記録」及び「転住問題記録」による。
21）同上2資料。
22）大正期牛窓町の「自治」運動を支えた階層の中には，農民小作者・小作人の運動は
　殆んどみられていない。平坦地が少なく畑作地帯が多い同町ではH両家の小作人数は
　少なかったこと，大地主の負担問題に小作人は直接利害が少なかったことなども原因
　していたとみられる。いずれにしても，大正期町村財政基盤の脆弱さ，町村自治の旧
　中間階層的性格とその限界性は明らかだったと思われる。
23）米騒動期の町内大地主・資産家からの寄付もその一つだが，とくにHN家老主人平
　五郎の1911（明治44）年の創設になる養老院とその法人への改組（1923年）などはこ
　の方向を示している。なおHN家と養老院事業については，拙稿「高齢者事業と服部
　養老会一近代岡山県民間社会事業史の一面lr岡山県史研究』第7号，1984年，同「牛
　窓町と服部養老会」r牛窓春秋』第22号，第23号，1985年所収などを参照されたい。
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